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本報告書の調査は、本件航空事故に関し、運輸安全委員会設置法及び国
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行われたものではない。
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本報告書本文中に用いる分析の結果を表す用語の取扱いについて

本報告書の本文中「３ 分 析」に用いる分析の結果を表す用語は、次のとお

りとする。

① 断定できる場合

・・・「認められる」

② 断定できないが、ほぼ間違いない場合

・・・「推定される」

③ 可能性が高い場合

・・・「考えられる」

④ 可能性がある場合

・・・「可能性が考えられる」

・・・「可能性があると考えられる」



Ⅱ 個人所属

パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型 ＪＡ７０１Ｍ

山腹への衝突



航空事故調査報告書

所 属 個人

型 式 パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型

登録記号 ＪＡ７０１Ｍ

事故種類 山腹への衝突

発生日時 平成２３年１月３日 １７時１５分ごろ

発生場所 熊本空港から北東約１４kmの矢護山南南東斜面
や ご やま

平成２４年 ９ 月 ７ 日

運輸安全委員会（航空部会）議決

委 員 長 後 藤 昇 弘（部会長）

委 員 遠 藤 信 介

委 員 石 川 敏 行

委 員 田 村 貞 雄

委 員 首 藤 由 紀

委 員 品 川 敏 昭

要 旨

＜概要＞

個人所属パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型ＪＡ７０１Ｍは、平成２３年１月３日

（月）、レジャー飛行のため熊本空港を１７時１１分ごろ離陸し、北九州空港に向け

飛行中に消息を絶ち、行方不明となった。同年１月４日（火）、同機は熊本空港から

北東約１４kmの矢護山南南東斜面に衝突しているのが発見された。

同機には、機長ほか同乗者１名が搭乗していたが、２名とも死亡した。

同機は大破したが、火災は発生しなかった。

＜原因＞

本事故は、同機が有視界飛行方式で熊本空港から北九州空港へ向かう際、離陸後、

山岳地帯に向かって低い上昇率のまま雲中飛行を行ったため、経路上の山腹に衝突



し機体が大破し、機長及び同乗者が死亡したものと推定される。

同機が山岳地帯に向かって低い上昇率のまま雲中飛行を行ったことについては、

機長が熊本空港周辺山岳地帯の地形を十分に把握していなかったこと等が関与した

可能性が考えられるが、明確な理由は明らかにすることはできなかった。

＜勧告等＞

○ 勧告

本事故の調査の結果を踏まえ、国土交通大臣に対して、次のとおり勧告する。

有視界飛行方式における雲中飛行事故を防止するため、次の内容を操縦者団体に

改めて周知するとともに、新たに導入された特定操縦技能審査制度（平成２４年国

土交通省令第２２号）の機会等を利用して操縦者個人への徹底を図ること。

(1) 最新気象情報に基づき全経路で有視界気象状態維持可能と判断した場合のみ

出発

(2) 気象の変化が予想される場合の代替案の検討及び飛行中の継続的な気象情報

収集

(3) 予期せぬ天候悪化時の引き返し又は着陸の早期判断



報告書で用いた主な略語は、次のとおりである。

ＡＲＰ ：Airport Reference Point

ＡＴＩＳ：Automatic Terminal Information Service

ＥＤＩ ：Enhanced Digital Indicator

ＥＬＴ ：Emergency Locator Transmitter

ＧＮＤ ：Ground

ＧＰＳ ：Global Positioning System

ＨＳＩ ：Horizontal Situation Indicator

ＩＬＳ ：Instrument Landing System

ＫＩＡＳ：Indicated Airspeed expressed in “Knots”

ＮＴＳＢ：National Transportation Safety Board

ＴＣＡ ：Terminal Control Area

ＶＨＦ ：Very High Frequency

ＶＯＲ ：VHF Omni-Directional Radio Range

単位換算表

１lb ：０.４５３６kg

１ft ：０.３０４８ｍ

１kt ：１.８５２km/h（０.５１４４m/s）

１in ：２５.４mm

１nm ：１,８５２ｍ
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１ 航空事故調査の経過

１.１ 航空事故の概要

個人所属パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型ＪＡ７０１Ｍは、平成２３年１月３日

（月）、レジャー飛行のため熊本空港を１７時１１分ごろ離陸し、北九州空港に向け

飛行中に消息を絶ち、行方不明となった。同年１月４日（火）、同機は熊本空港から

北東約１４kmの矢護山南南東斜面に衝突しているのが発見された。

同機には、機長ほか同乗者１名が搭乗していたが、２名とも死亡した。

同機は大破したが、火災は発生しなかった。

１.２ 航空事故調査の概要

1.2.1 調査組織

運輸安全委員会は、平成２３年１月４日、本事故の調査を担当する主管調査官ほ

か２名の航空事故調査官を指名した。

1.2.2 関係国の代表

本調査には、事故機の設計・製造国である米国の代表が参加した。

1.2.3 調査の実施時期

平成２３年 １ 月 ４ 日～ ６ 日 機体調査、現場調査及び口述聴取

同 年 １ 月１８日 口述聴取

同 年 １ 月２０日～２３日 現場調査、機体調査及び口述聴取

同 年 ４ 月１１日～ ７ 月２９日 航法装置解析

同 年 ５ 月１１日～１３日 機体部品の調査

同 年 ６ 月１０日～１１月２４日 航法装置及びエンジン計器のデータ抽

出並びに解析

1.2.4 原因関係者からの意見聴取

原因関係者からの意見聴取は、両名が本事故で死亡したため行わなかった。

1.2.5 関係国への意見照会

関係国に対し、意見照会を行った。
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２ 事実情報

２.１ 飛行の経過

個人所属パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型ＪＡ７０１Ｍ（以下「同機」とい

う。）は、平成２３年１月３日、機長が左操縦席、同乗者が右操縦席に着座し、計２

名で熊本空港を１７時１１分ごろ離陸し、北九州空港へ向け飛行した。

同機の飛行計画の概要は、次のとおりであった。

飛行方式：有視界飛行方式、出発地：熊本空港、移動開始時刻：１７時１２分、

巡航速度：１７０kt、巡航高度：ＶＦＲ、経路：久留米、

目 的 地：北九州空港、所要時間：０時間３０分、

持久時間で表された燃料搭載量：２時間１０分、搭乗者数：２名

本事故に至るまでの同機の飛行経過は、管制交信記録、レーダー航跡記録、熊本空

港までの同乗者（以下「同乗者Ａ」という。）、熊本空港の航空管制官（以下「管制

官」という。）及び目撃者の口述によれば概略次のとおりであった。

2.1.1 管制交信記録及びレーダー航跡記録による飛行の経過

１７時１１分ごろ 同機は、熊本空港の滑走路０７を離陸した。

１２分１１秒 熊本飛行場管制所（以下「熊本タワー」という。）の

レーダーが、同機を捕捉した。

１４分１１秒 機長は、熊本空港の北６nm、高度２,３００ftで熊本タ

ワーへ位置通報を行った。

１４分２５秒 機長は、「高度６,５００ftまで上昇する」と熊本タワー

へ通報した。

１４分３１秒 機長は、「Frequency Change,701M」と熊本タワーに通報

した。

１４分５８秒 同機の機影が、熊本タワーのレーダー画面から消失した。

１９分ごろ ＫＡＺＭＡ（ウエイポイント）上空１０,０００ftを通

過した航空機が、「航空機用救命無線機（以下「ＥＬＴ」

という。）の電波を受信した」と熊本タワーに通報した。

2.1.2 関係者等の口述

(1) 同乗者Ａ

同機には、機長と同乗者Ａを含む計４名が搭乗して、平成２３年１月３日、

奄美空港から熊本空港まで飛行した。同機が熊本空港に立ち寄るのは、当初

からの計画であった。
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機長は、有視界飛行方式（以下「ＶＦＲ」という。）で飛行していたが、

鹿児島上空で計器飛行方式（以下「ＩＦＲ」という。）に変更し、熊本空港

に到着した。途中、同機の気象レーダーには降水量が多いことを示す赤色表

示はなかった。また、熊本空港到着まで、同機の操縦系統及びエンジンに異

常はなかった。機長の体調も、ふだんと変わらなかった。熊本空港到着後、

機長は、同機のエンジンを停止せず、同乗者Ａを含む計２名を降機させ、す

ぐに同乗者と北九州空港へ向け急いで出発した。同乗者Ａは、機長が北九州

空港へ急ぐ理由に心当たりはなかった。

(2) 管制官

事故当時、熊本空港は有視界気象状態で、使用滑走路は０７であった。日

没間近で全体的に薄暗く雨も降っており、空港東側の山はかすんでいた。同

機が離陸して左旋回した後、雲に入ったため２nmぐらいで管制官からは同機

が見えなくなった。管制官が同機の上昇高度を確認したところ、機長は

「６,５００ftまで上昇する」と慌てた様子もなく答えた。管制官は、同機

が到着してから離陸するまでの時間が短かったので、「急いでいるのだろ

う」と思った。

(3) 目撃者

熊本空港北側の道路で航空機を撮影していた目撃者は、到着してから離陸

するまで同機の動きを撮影しながら見ていた。目撃者は、日頃から熊本空港

に常駐している同型式の航空機の離着陸を見ていたので、同機の上昇率が低

いと思った。当時の天候は悪く、北東方向の山は雲で覆われて見えず、周囲

は既に薄暗かった。同機は、離陸後すぐに雲に入ったため見えなくなった。

本事故の発生場所は、熊本空港から北東約１４kmの矢護山南南東斜面（北緯３２度

５５分４９秒、東経１３０度５７分１２秒）で、発生日時は、平成２３年１月３日

１７時１５分ごろであった。

（付図１ 推定飛行経路図 参照）

２.２ 人の死亡、行方不明及び負傷

機長及び同乗者の計２名が死亡した。

２.３ 航空機の損壊等に関する情報

2.3.1 損壊の程度

大 破
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2.3.2 航空機各部の損壊の状況

(1) 胴 体 破損

(2) 主 翼 両主翼共に胴体から破断

(3) 尾 翼 両水平尾翼は胴体から破断、垂直尾翼は破断

(4) エンジン 破損

(5) プロペラ 破断

（写真２ 事故機（事故現場） 参照）

２.４ 航空機以外の物件の損壊に関する情報

山林の樹木数十本の切断及び折損

２.５ 航空機乗組員等に関する情報

機 長 男性 ５３歳

自家用操縦士技能証明書（飛行機） 平成 ３ 年 ７ 月１５日

限定事項 陸上単発機 平成 ３ 年 ７ 月１５日

限定事項 陸上多発機 平成 ９ 年 ６ 月２６日

計器飛行証明 平成１４年１０月１５日

第２種航空身体検査証明書

有効期限 平成２３年 ４ 月 １ 日

総飛行時間 １,５３７時間１９分

最近３０日間の飛行時間 ２時間０５分

同型式機による飛行時間 １１９時間２５分

最近３０日間の飛行時間 ２時間０５分

２.６ 航空機に関する情報

2.6.1 航空機

型 式 パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型

製 造 番 号 ４６３６１８８

製造年月日 平成１１年 １ 月 ８ 日

耐空証明書 第大－２０１０－０４３号

有効期限 平成２３年 ４ 月２５日

耐 空 類 別 飛行機 普通Ｎ

総飛行時間 １,４９７時間１５分

定期点検(１００時間点検､平成２２年４月６日実施)後の飛行時間 ３４時間００分

（付図２ パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型三面図、写真１ 事故機 参照）



*1 「雲量格子点情報」とは、気象衛星「ひまわり」の観測データから、全雲量、上層雲量、雲頂高度、対流
（積乱雲）雲量、雲型を算出した情報である。
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2.6.2 エンジン

型 式 ライカミング式ＴＩＯ－５４０－ＡＥ２Ａ型

製 造 番 号 ＲＬ－１０４５２－６１Ａ

製造年月日 平成１４年１２月２６日

総使用時間 ７３１時間３３分

2.6.3 燃料及び潤滑油

燃料は航空用ＡＶＧＡＳ１００、潤滑油はＡＥＲＯＳＨＥＬＬ Ｗ８０であった。

2.6.4 重量及び重心位置

事故当時、同機の重量は３,８０５lb、重心位置は基準線後方１３７.９inと推算

され、いずれも許容範囲（最大着陸重量４,１００lb、事故時の重量に対応する重

心範囲１３６.１～１４４.５in）内にあったものと推定される。

２.７ 気象に関する情報

2.7.1 天気概況

平成２３年１月３日１６時３５分に、熊本地方気象台が発表した熊本県の天気概

況は、次のとおりであった。

熊本県の３日夜は、気圧の谷や寒気の影響により、雨や雪となり、夜は雷を伴

う所があるでしょう。

九州北部地方は、気圧の谷や寒気の影響で、曇りとなり、対馬海峡の沿岸を中

心に雨の降っている所があります。

（熊本、天草・芦北地方では強風に、熊本、阿蘇地方では大雪や電線等への着雪

に、天草・芦北地方では高波に、熊本地方では落雷に注意してください。）

（付図３ アジア地上天気図 参照）

2.7.2 雲量格子点情報*1の雲型及び雲頂高度

平成２３年１月３日１７時の雲量格子点情報の雲型及び雲頂高度は、概略次のと

おりであった。

雲量格子点情報の雲型によると、九州北部地方を覆っている雲はほとんどが積

雲であったが、阿蘇山を境に東側にある大分、築城方面には層積雲があった。ま

た、雲量格子点情報の雲頂高度によると、事故現場付近の積雲の雲頂高度は



*2 「飛行場情報放送業務」とは、航空機の発着に必要な最新の気象情報、飛行場の状態、航空保安施設の運用

状況等の情報を自動音声装置によりＶＨＦ又はＵＨＦ帯の無線周波数で繰り返し放送する業務のことをいう。
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２,０００～３,０００ｍ（約６,５６０～約９,８４０ft）であったが、阿蘇山東

部における層積雲の雲頂高度は、２,０００ｍ（約６,５６０ft）となっていた。

2.7.3 レーダーエコー強度図

平成２３年１月３日１７時及び１８時のレーダーエコー強度図によると、事故現

場周辺は、１７時００分には雨域外であったが、１８時００分には０～１mm/hの雨

域に入りつつあった。

（付図４ レーダーエコー強度図 参照）

2.7.4 熊本空港の航空気象観測値

熊本空港の事故発生関連時間帯の航空気象観測値は、次のとおりであった。

16時00分 風向 ２８０°、風速 ５kt、卓越視程 ２０km

雲 雲量 １／８ 雲型 積雲 雲底の高さ １,５００ft

雲量 ３／８ 雲型 積雲 雲底の高さ ２,５００ft

雲量 ５／８ 雲型 積雲 雲底の高さ ３,５００ft

気温 ６℃、露点温度 ２℃

高度計規正値（ＱＮＨ）２９.９８inHg

17時00分 風向 ２９０°、風速 ６kt、卓越視程 １０km

現在天気 弱いしゅう雨

雲 雲量 ２／８ 雲型 積雲 雲底の高さ １,５００ft

雲量 ４／８ 雲型 積雲 雲底の高さ ２,５００ft

雲量 ６／８ 雲型 積雲 雲底の高さ ３,５００ft

気温 ５℃、露点温度 ３℃

高度計規正値（ＱＮＨ）２９.９９inHg

これらの気象情報は、熊本空港の飛行場情報放送業務
*2
（以下「ＡＴＩＳ」とい

う。）の放送内容に含まれている。

2.7.5 矢護山周辺の気象状況に関する口述

(1) 通行人

事故現場の南東約１.９kmに位置する阿蘇ミルクロードの道路脇にいた通

行人は、１７時１５分ごろ、近くで飛行機のエンジン音を聞いた。通行人は、

周辺の天気は曇りで、１７時ごろには雪が降り始め、１７時過ぎには随分暗
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くなっていたと述べた。

(2) パラグライダー愛好家

事故現場の南西約５００ｍに位置する矢護山山腹のパラグライダー場にい

たパラグライダー愛好家は、高度約７００ｍ（約２,３００ft）から上は雲

がかかり、高度約８００ｍ（約２,６２０ft）付近では１５時ごろから雪が

降り始めたので、パラグライダーの飛行を中止して帰ったと述べた。

２.８ 同機の防除氷装置及び検氷装置

同機には防除氷装置と検氷装置が装備されている。同機の飛行規程には、着氷気象

状態（外気温が＋５℃以下で水分が視認できる）での飛行が予測されるか、上昇、巡

航若しくは降下中、着氷気象状態に遭遇した場合は、防除氷装置を作動させるよう記

載されている。

2.8.1 防除氷装置

同機の防除氷装置として、空気式主翼ブーツ、空気式尾翼ブーツ、表面防氷アナ

ンシエーター、主翼検氷灯、電熱式プロペラ・デアイス・パッド、電熱式ウインド

シールド、ウインドシールド・ヒーター・アナンシエーター、与熱式リフト・ディ

テクター、与熱式ピトー・ヘッドが装備されていた。

2.8.2 検氷装置

同機には、垂直安定板の着氷を検知するセンサーが垂直安定板デアイサー内に取

り付けられ、センサー表面を被う氷の厚さが１／４in以上に達したとき、操縦者に

着氷を知らせる検氷装置が装備されていた。

2.8.3 着氷気象状態及び着氷予防のための操作手順

同機の追加飛行規程－３ 防氷システム「第４章 通常操縦手順」には、着氷気

象状態に入る前に、次の手順を実施するように記載されている。

・インダクション・エア・・・・・・・・・・・・・・・・ＡＬＴＥＲＮＡＴＥ

・ＰＩＴＯＴ ＨＥＡＴ スイッチ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ＯＮ

・Ｓ．ＷＲＮ ＨＥＡＴ スイッチ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ＯＮ

・ＷＳＨＬＤ ＬＯ スイッチ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ＯＮ

（実際の着氷時にはWSHLD HI）

・ＰＲＯＰ ＨＥＡＴ スイッチ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ＯＮ

・ＤＥＦＲＯＳＴ ノブ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ＯＵＴ

・ＶＥＮＴ／ＤＥＦＯＧ スイッチ・・・更にデフロスターが必要な場合はＯＮ
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・ＳＵＲＦＡＣＥ ＤＥＩＣＥ スイッチ

・・・氷が１/４～１/２inch（６～１３mm）蓄積後、作動させる

・（必要に応じて）プロペラ・コントロールを素早く作動させて、プロペラ・ア

ンバランスを軽減する。必要により、繰り返し行う。

また、同機の追加飛行規程－３ 防氷システム「第５章 性能」には、次の内容

が記載されている。

上昇中、着氷気象状態に遭遇したときは、上昇速度を１３０knotに増加させな

ければならない。

2.8.4 防除氷装置故障時の非常操作手順

同機の追加飛行規程－３ 防氷システム「第３章 非常操作手順」には、次の警

告が記載されている。

「警 告」

必要な防除氷装置の何れかが故障した場合は、着氷気象状態から離脱するため

に、迅速な措置が必要である。遭遇した着氷の激しさによっては、迅速で適切な

措置を怠ると、水平飛行が不可能になるような激しい性能低下に至ることもある。

従って、システムの故障又は作動不良が判明した場合は、着氷気象状態から離脱

するのに上昇又は降下が最短経路である場合は、上昇又は降下して着氷気象状態

から離脱すること。水平飛行で離脱しなければならない場合は、最大出力の使用

を考慮し、最短経路で離脱すること。より高い出力を設定すると、燃料消費が増

加して航続距離に影響するので、必要に応じて代替飛行場を選択すること。

２.９ 事故現場に関する情報

2.9.1 事故現場の状況

事故現場は、矢護山（標高９４２ｍ、約３,０９０ft）南南東斜面の山腹にある

東西に走る林道上で、同機は機首を東北東（約７０°）方向に向け停止していた

（標高約８７７ｍ、約２,８８０ft）。同機が停止していた位置から南西約８５ｍ

（熊本空港側）に、頂部が折られた立木（以下「立木Ａ」という。）があった。立

木Ａから仰角約３°で立木Ａから直線的に周囲の立木頂部がほぼ水平に切断され、

約４５ｍ北東に進んだ斜面にある立木が倒れ（以下「倒木Ａ」という。）、斜面には

接触痕があった。倒木Ａから、更に北東約２５ｍにある林道の山側土手に接触痕が

あり、その接触痕から林道沿いに約２０ｍ東北東の位置で同機は停止していた。林

道の山側土手の接触痕から同機が停止していた位置までの山側土手には、接触痕が

続いていた。
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火災は発生しなかった。

（付図５ 事故現場見取図 参照）

2.9.2 損壊の細部状況

(1) 胴体

胴体は全体的に損傷が激しく、外板には胴体前後方向の圧縮によるしわが

あった。

(2) 主翼

左主翼は２か所、右主翼は３か所で破断していた。両主翼の燃料タンク内

に燃料は残っておらず、現場周辺では燃料臭がした。フラップを作動させる

アクチュエーターは、ＵＰ側で止まっていた。

(3) 着陸装置

右主脚は、右主翼から外れ脱落していた。左主脚は、左主翼と一体の状態

で脱落していた。前脚は脱落していなかった。

(4) 尾翼

水平尾翼は、胴体取付部で破断し脱落していた。垂直尾翼は、上部が破断

していた。

(5) エンジン

エンジンは、取付フレームが下側に折れ曲がり、後方を向き逆さまの状態

となっていた。エンジン前方の損傷が激しく、６本あるシリンダーのうち、

左前方にあるＮｏ.２シリンダーヘッドが割れていた。

(6) プロペラ

３枚あるプロペラは、全てハブ取付部で破断し、プロペラの一部が細かい

破片となり現場周辺に散乱していた。

（付図５ 事故現場見取図、写真２ 事故機（事故現場） 参照）

２.１０ 同機のレーダー航跡記録

熊本タワーのレーダーは、離陸した同機を空港の北東約８nmまで捕捉していた。同

機の最終捕捉位置における高度は、約２,８００ft（約８５３ｍ）、針路は北東方向、

対地速度は約１５０ktで、１７時１３分ごろの上昇率は、約７５０fpmであった。

（付図１ 推定飛行経路図 参照）

２.１１ 通信に関する情報

熊本タワーが同機と交信した際の通信状態は、良好であった。
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２.１２ 医学に関する情報

熊本大学大学院生命科学研究部法医学分野によると、機長の死因は、多発外傷によ

る外傷性ショックと推定され、血液中等からアルコール及び薬物は検出されなかった。

同乗者の死因については、頭部損傷を中心とした損傷からの出血が循環不全を引き起

こし死に至った可能性が高いとのことである。

２.１３ 捜索及び救難に関する情報

同機の機影は、１７時１５分ごろ、熊本タワーのレーダー画面から消失した。

１７時１９分ごろ、ＫＡＺＭＡ上空１０,０００ftを通過した航空機から、ＥＬＴ

緊急信号の受信通報が熊本タワーにあった。その後、目的空港である北九州空港の進

入管制業務を行う航空自衛隊築城基地（以下「築城基地」という。）が、同機の呼出
つ い き

しを行ったが、応答はなかった。国土交通省航空局救難調整本部との調整の後、同機

の目的空港を管理する北九州空港事務所が、１８時１５分に不確実の段階（ＩＮＣＥＲＦＡ）

を関係機関へ発出した。その後も引き続き情報が得られなかったため、１９時２２分

に遭難の段階（ＤＥＴＲＥＳＦＡ）を発出し、捜索救助活動が開始された。

１月４日１５時０３分、地上を捜索していた陸上自衛隊員が、矢護山の南南東

１.３kmの地点で、同機及び機内に２名の搭乗者を発見した。２３時１５分に熊本県

警が、搭乗者を機長及び同乗者と確認した。

捜索活動に動員された各機関及び航空機の状況は、次のとおりである。

熊本県警察・・・回転翼航空機 １機、警察官 １２０名

大分県警察・・・回転翼航空機 １機、警察官 １５名

佐賀県警察・・・回転翼航空機 １機

山口県警察・・・回転翼航空機 １機

消 防 機 関・・・回転翼航空機 １機、消防隊員 ６３名、消防車両 １９台

防 衛 省・・・回転翼航空機 ２機、飛行機 １機、自衛隊員 ３０名

２.１４ 航法装置等の調査及び解析

2.14.1 同機に搭載されていた自動操縦装置

同機には、ベンディックスキング社製の自動操縦装置（以下「ＫＦＣ２２５」と

いう。）が装備されていたが、各パラメーターの記録機能はなかった。しかし、同

機には、ＫＦＣ２２５の不具合情報及び設定高度情報を記録するベンディックスキ

ング社製の記録装置（以下「ＫＣＭ１００」という。）が搭載されていた。同機の

ＫＣＭ１００を米国に送り、ＮＴＳＢの協力の下、解析を実施した。

解析の結果、事故発生時まで不具合情報の記録はなく、設定高度は６,５００ft

と記録されていたことが判明した。しかし、事故発生当時、ＫＦＣ２２５を使用し



*3 「ＨＳＩ」とは、コンパス・システムから送られてきた磁方位及びＶＯＲ／ＩＬＳ受信装置から送られてき

た飛行コースとの関係をグラフィカルに表示するものである。
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ていたか否かについての判定はできなかった。

2.14.2 同機に搭載されていた航法装置等

同機には、ガーミン社製の航法統合計器（以下「ＧＮＳ５３０」という。）、ベン

ディックスキング社製の航法装置（以下「ＫＸ１５５Ａ」という。）及びベン

ディックスキング社製のＨＳＩ
*3
計器（以下「ＨＳＩ」という。）が搭載されていた。

(1) ＧＮＳ５３０

ＧＮＳ５３０は、ＶＨＦ送受信機、ＶＯＲ／ＩＬＳ受信機、ＧＰＳ受信機

を統合した計器である。同計器の航法地図画面には、選択した飛行計画、航

跡、経路上の飛行場及び航法援助施設等の航法情報を表示する機能を有して

いる。

ＧＮＳ５３０は、電源遮断時におけるＶＨＦ送受信機及びＶＯＲ／ＩＬＳ

受信機の選択周波数、待機周波数、ＧＰＳ最終測位位置等の情報を記録して

おり、電源を再投入すると電源遮断時の状態で起動する。

調査の結果、判明した事項は、次のとおりである。

① ＶＨＦ送受信機

選択周波数：１１８.７００MHz（熊本タワー）

待機周波数：１２３.８５０MHz（熊本ＴＣＡ）

送受信装置に異常はなかった。

② ＶＯＲ／ＩＬＳ受信機

選択周波数：１１２.８０MHz（熊本ＶＯＲ）

待機周波数：１１３.８５MHz（周防ＶＯＲ）

受信機に異常はなかった。

③ ＧＰＳ最終測位位置

緯度：３２°５５.７７′、経度：１３０°５７.１５′

（熊本空港ＡＲＰから４２°／７.４nm、熊本ＶＯＲから５１°／８.０nm

の地点。）

④ 航法地図

航法地図の縮尺機能には、ＡＵＴＯ－ＺＯＯＭとＭＡＮＵＡＬがあり、

いずれかを選択できる。飛行計画が設定されＡＵＴＯ－ＺＯＯＭが選択さ

れていた場合、航法地図は、現在位置から目的地までの全経路が表示でき

るよう、５～２００nmの範囲で地図の縮尺が自動で最適化される。
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航法地図の縮尺機能はＡＵＴＯ－ＺＯＯＭが選択されており、航法地図

の縮尺は２００nmと記録されていた。

なお、熊本空港から北九州空港までの直線距離は、約６１nmである。

⑤ ユーザー・ウエイポイント

ＧＮＳ５３０には、使用者が設定

した九州北部の地点（緯度及び経

度）であるユーザー・ウエイポイン

ト（以下「ＷＰ」という。）が、６か

所登録されていた。（表１参照）

(2) ＫＸ１５５Ａ

ＫＸ１５５Ａは、航法装置及び無線

装置で構成されており、各装置に設定されていた周波数は、次のとおりで

あった。

① 航法装置

選択周波数：１１２.８０MHz（熊本ＶＯＲ）

待機周波数：１０９.３０MHz（熊本ＩＬＳ）

② 無線装置

選択周波数：１２１.８０MHz（熊本ＧＮＤ）

待機周波数：１１８.８５MHz（北九州ＴＯＷＥＲ）

(3) ＨＳＩ

同機のＨＳＩは、機首方位約３４°を指示して止まっていた。

2.14.3 同機に搭載されていたエンジン・デジタル計器

同機には、エンジンの状態をモニターするデジタル計器（以下「ＥＤＩ」とい

う。）が装備されていた。ＥＤＩは、エンジンに異常等が発生した場合、異常を示

すパラメーターのピーク値、平均値及び経過時間を記録する装置である。同機の

ＥＤＩを米国へ送り、ＮＴＳＢの協力の下、調査を実施したが、内部損傷により記

録情報を読み取ることはできなかった。

2.14.4 同機に搭載されていた防除氷スイッチパネル

防除氷スイッチパネルは、AIR CON、BLOWER、SURFACE DE-ICE、STALL HEAT、

PITOT HEAT、VENT DE-FOG、CABIN HEAT、WINDSHIELD LOW HEAT、WINDSHIELD HIGH

HEAT、ICE LIGHT、PROP HEATの各スイッチで構成されている。各スイッチは、ON・

OFFの２ポジションスイッチである。

防除氷スイッチパネルに異常はなく、WINDSHIELD HIGH HEATとSURFACE DE-ICEを

ＮＡＭＥ Description

Position

＊Grid 　Lat/Lon 

hddd°mm.mmm'　WGS 84

42 Kyushu N34 00.960 E131 03.800

43 Kyushu N34 00.960 E130 59.730

44 Kyushu N33 55.930 E131 00.800

ASARI Kyushu N33 53.600 E131 12.980

FR5NE Kyushu N33 55.330 E131 35.480

FR5SE Kyushu N33 46.800 E130 58.390

表１ 登録されていたユーザー・ウエイポイント
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除き、その他のスイッチは全てONが選択されていた。

2.14.5 同機に搭載されていた気圧高度計

同機の気圧高度計の高度計規正値は、２９.９９inHgであった。

２.１５ その他必要な事項

2.15.1 航法装置の操作及び時期について

機長に同機の航法装置の操作方法を指導していた操縦士は、次のように述べた。

機長は、離陸前にＫＦＣ２２５及びＧＮＳ５３０の操作を行うことはあまりな

く、上昇中であれば上昇が安定したとき、又は水平飛行に移行して機体が安定し

たときに情報を入力することが多かった。また、ＧＮＳ５３０へ入力する飛行経

路は、目的地空港等へのダイレクトコースが主であった。

2.15.2 機長の九州地方での飛行経験

同機の航空日誌には、機長が同機を使用して北九州空港から九州各地の空港へ飛

行した記録が残されていたが、熊本空港に離着陸した記録はなかった。

しかし、機長の航空機乗組員飛行日誌には、別の小型機で平成１８年に天草空港

から熊本空港経由、佐賀空港へ飛行した記録及び平成９年に石見空港と熊本空港の

間を飛行した記録が残されていた。

2.15.3 気象情報の入手

機長は、奄美空港を離陸する際、奄美空港の気象官署に電話をかけ、熊本空港ま

での気象情報を入手していた。熊本空港到着後、熊本空港の気象官署へは立ち寄ら

ず、気象情報も入手することなく熊本空港を出発し、北九州空港へ向けて飛行して

いた。機内には、１６時の熊本空港周辺の気象状況を記録したと思われるメモが残

されていた。

2.15.4 同機のＩＦＲ要件

同機には、ＩＦＲで飛行するのに必要な装置が、装備されていた。

2.15.5 同機の上昇性能等

同機の飛行規程の性能表によると、外気温度０℃、高度２,５００ft、重量

３,８０５lb、連続最大出力、フラップ及び着陸装置上げにおける最良上昇率速度

（１１０KIAS）での同機の上昇率は、約１,４８０fpmとなり、４分で約６,０００ft

（約１,８３０ｍ）上昇できる。また、同機の最良上昇角速度は８１KIAS、最大運
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用高度（気圧高度）は２５,０００ft（７,６２０ｍ）である。

2.15.6 同機の気象レーダー装置

同機に搭載されていたベンディックスキング社製の気象レーダー装置

（ＲＤＲ２０００）の機能は、次のとおりである。

気象表示範囲：１０、２０、４０、８０、１６０、２４０nm

上 下 範 囲：上１５°、下１５°

スキャンアングル：９０°又は１００°

表 示 色：黒、緑、黄、赤、赤紫（表示色が赤紫に近いほど降水量が多い

ことを示す）

2.15.7 熊本空港及び北九州空港の運用時間

熊本空港の運用時間は０６時００分～２１時３０分で、北九州空港の運用時間は

２４時間である。

2.15.8 熊本空港から北九州空港へのＩＦＲ経路

北九州空港へのＩＦＲ経路では、福岡進入管制区管制所等の管制機関の指示に

従って飛行することが必要となる。ＩＦＲ経路は、一般的にＶＦＲ経路よりも距離、

時間ともに長くなり、管制機関との交信もより複雑になる。

2.15.9 熊本空港から北九州空港へのＶＦＲ経路

熊本空港から北九州空港へ山岳地帯を避けて飛行する一般的なＶＦＲ経路として

は、次の２経路が考えられる。

経路１：熊本空港～久留米～北九州空港

経路２：熊本空港～阿蘇山西～久住山南～大分空港～海上～北九州空港

2.15.10 奄美空港から熊本空港までの飛行方式

機長は、奄美空港をＶＦＲで離陸したが、鹿児島上空で飛行方式をＩＦＲに変更

し、高度１１,０００ftを飛行後に熊本空港へ着陸した。

2.15.11 有視界飛行の安全確保

国土交通省航空局は、有視界飛行方式による運航の安全を確保するために、

（社）全日本航空事業連合会及び（社）日本航空機操縦士協会に対して以下のとおり

周知している。（航空局運航課長通達「有視界飛行方式による運航の安全確保につい

て」平成１４年４月３０日付け国空航第８６号）
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１.有視界飛行方式で飛行する際の飛行のための気象状態を評価する際には、以

下の点に留意し飛行の可否を判断すること。

(1) 最新の気象情報を収集し、出発地と目的地における気象状態の現況のみ

ならず、飛行経路上の気象状態及び目的地の到着予定時刻における気象状

態についても分析し、どのような気象状態の中で飛行するのかを予測し、

常に有視界気象状態の維持が可能であり、航行の安全が確保できると判断

された場合に限り、航空機を出発させること。

(2) 気象の変化が予想される場合には、出発前にあっては有視界気象状態の

維持が困難な気象状態に遭遇した場合の代替案を検討するとともに、飛行

中にあっても継続的な気象情報の収集に努め、気象の変更を承知するよう

努めること。

(3) 予期しない天候の悪化の兆候が見られるような場合には、時機を失せず

早期の飛行継続の可否を決定し、出発地に引き返すか、又は飛行経路上周

辺の適当な飛行場等に着陸すること。

（省略）

２.１６ ＥＬＴ

同機のＥＬＴは、１２１.５MHz及び２４３.０MHzの電波を発信するものであり、

４０６MHzの電波を発信して捜索救難衛星により位置を特定する装置ではなかった。

３ 分 析

３.１ 乗務員等の資格等

機長は、適法な航空従事者技能証明及び有効な航空身体検査証明を有していた。

３.２ 航空機の耐空証明等

同機は、有効な耐空証明を有しており、所定の整備及び点検が行われていた。

３.３ 事故当時の事故現場周辺の気象状況

2.1.2（2)、(3)及び2.7.5の口述を総合すると、熊本空港周辺は同機が熊本空港離

陸後すぐ雲に入るような気象状況で、事故発生時刻ごろの事故現場周辺は、雲中で雪

が降り周囲は既に薄暗い状況であったことから、同機は薄暗い雲中若しくは雪が降る

雲の狭間を飛行し、地形を視認することが困難な状況にあったものと推定される。
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３.４ 気象判断

2.1.1に記述したとおり、管制交信記録には気象情報の通報を受けた記録はなかっ

た。しかしながら、2.14.5に記述したとおり、同機の気圧高度計の高度計規正値は

２９.９９inHgに設定されており、2.7.4に記述した熊本空港の１７時の高度計規正値

と同じ値であったことから、機長はＡＴＩＳを聴取するなどの手段により、熊本空港

の１７時の気象情報を入手していたものと考えられる。また、2.1.2(1)の口述のとお

り、熊本空港到着後、機長は同機のエンジンを止めることなく次の飛行を開始してい

ることから、熊本空港の気象官署で気象ブリーフィングを受けていなかったものと推

定される。

2.15.10に記述したとおり、鹿児島上空で飛行方式をＩＦＲに変更後、高度

１１,０００ftより降下したことから、機長は降下中に熊本空港北側の雲頂高度を視

認していた可能性が考えられる。また、2.1.1に記述したとおり、機長は「高度

６,５００ftまで上昇する」と熊本タワーに通報している。さらに、2.7.2に記述した

とおり阿蘇山東部における層積雲の雲頂高度が約６,５６０ftであった。

これらのことから、機長は熊本空港の気象官署で気象ブリーフィングを受けていな

かったが、熊本空港への降下中に、熊本空港北側は６,５００ftまで上昇すれば雲上

に出られると判断し、熊本空港離陸後、同機の気象レーダーで経路上の気象状況を確

認しながら北九州空港への飛行を継続しようとした可能性が考えられる。

３.５ 事故当時の機体の状況

3.5.1 操縦系統及びエンジン

２.１４に記述したとおり、同機の航法装置等に異常はなく、2.1.1に記述したと

おり、同機に異常が発生したことを伺わせる機長との交信記録もなかった。また、

2.1.2(1)の口述によれば、同機は熊本空港まで順調に飛行していたこと、並びに、

２.１０に記述したとおり、同機が対地速度約１５０ktで飛行していたことから、

操縦系統及びエンジンに異常はなかったものと考えられる。

3.5.2 着氷状態下での飛行の可能性

2.7.5の口述によると、事故発生時刻ごろ事故現場周辺は、雲中で雪が降ってい

た。また、2.7.4に記述したとおり、熊本空港（標高１９０ｍ）の外気温度は５℃

であった。標準大気の気温減率（－０.６５℃／１００ｍ）で気温が低下したと仮

定すると、事故現場の標高（８７７ｍ）における外気温度は０～０.５℃となり、

着氷の可能性がある気象状態であったものと考えられる。

2.14.4に記述したとおり、WINDSHIELD HIGH HEATとSURFACE DE-ICEを除き、その

他のスイッチは全てONが選択されていたことから、機長は着氷気象状態を予期して
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いたものと考えられる。

また、2.8.3に記述したとおり、上昇中、着氷気象状態に遭遇したときは、上昇

速度を１３０ktに増加させなければならないことが、同機の追加飛行規程に記載さ

れている。

これらのことから、機長は、着氷気象状態を予期し、防除氷装置を作動させ上昇

速度を維持するため、上昇率を抑え飛行していた可能性が考えられる。

2.8.4に記述したとおり、飛行規程には、必要な防除氷装置の何れかが故障した

場合、着氷気象状態から離脱（上昇又は下降）するために、迅速な措置が必要であ

ると記載されている。しかし、付図１に示したとおり、離陸後左旋回して直線飛行

移行後の同機は、速度を維持し針路も変更されていないことから、同機の防除氷装

置は正常に機能しており、必要な防除氷は行われていた可能性が考えられる。

３.６ 機長の判断及び同機の飛行経路

3.6.1 熊本空港周辺の地形把握

2.15.2に記述したとおり、同機の航空日誌には、機長が同機を使用して北九州空

港から九州各地へ飛行した記録が残されていたが熊本空港に離着陸した記録はなく、

機長の航空機乗組員飛行日誌には、熊本空港には過去に別の小型機で離着陸した記

録しか残されていなかったことから、機長は、熊本空港周辺山岳地帯の地形を、十

分に把握していなかった可能性が考えられる。

3.6.2 熊本空港離陸の判断及びその後の飛行経路

2.1.2(1)及び(2)に記述した、機長が急いで熊本空港を離陸したことについては、

2.1.2(2)及び2.7.1に記述したとおり、熊本空港周辺の天候が悪化しつつあったこ

と及び日没間近であったことから、機長はＶＦＲを維持しながら、少しでも明るい

間に急いで熊本空港を離陸し、北九州空港を目指した可能性が考えられる。

2.15.3に記述したとおり、機長は奄美空港の気象官署で熊本空港までの気象状況

を取得後、2.7.1に記述したとおり、九州西側から天候が悪化してくることを考慮

し、当初計画していた久留米方向には向かわなかったものと推定される。

機長は、付図１に示したとおり、熊本空港離陸後に左旋回し、その後は直線飛行

し、飛行経路の延長線上にある2.14.2(1)⑤に記述したＷＰのFR5NEを目標に飛行し、

後に北九州空港を目指すことで、比較的高い山の上空を通過せず、高度６,５００ft

でも飛行可能な、2.15.9に記述した経路とは異なる経路（熊本空港～阿蘇山西～久

住山西～宇佐～北九州空港）を飛行しようとしていた可能性が考えられる。

2.1.2（2)、(3)及び2.7.5(1)の口述による事故現場周辺の雲の状態、並びに

2.1.2(3)の口述及び付図１に示したとおり、熊本空港離陸後、低い上昇率のまま飛
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行したことは、3.5.2に記述したとおり、機長が着氷気象状態を予期して防除氷装

置を作動させ、同機の上昇速度を維持するためであった可能性が考えられる。しか

し、3.6.1に記述したとおり、熊本空港周辺山岳地帯の地形を十分に把握していな

かったことから、機長は、旋回後、上昇速度を優先して低い上昇率のまま直線飛行

に移行した可能性が考えられる。また、2.14.1に記述したとおり、ＫＣＭ１００に

は、６,５００ftの設定高度が記録されていたこと、及び同機が離陸後、左旋回し

直線飛行に移行していたこと、並びに、2.15.1に記述したとおり、機長は機体が安

定したとき、航法装置に情報を入力することが多かったことから、機長は同機を概

ね東北東に向け直線上昇飛行で安定させた後、航法装置に情報を入力中に低い上昇

率のまま雲に入った可能性が考えられる。

3.6.3 飛行方式の選択

2.1.2(2)の口述のとおり、熊本空港は有視界気象状態であったことから、機長は

熊本空港離陸時ＶＦＲを選択したと考えられる。しかし、2.1.2(2)及び(3)の口述

より、熊本空港離陸後、左旋回し同機が雲に入り見えなくなっていること、並びに

2.7.5(1)の口述のとおり、事故現場周辺は雲に覆われ雪が降っていたことから、同

機はＶＦＲを維持できない気象状態の中を飛行していたものと考えられる。ＶＦＲ

を維持できない環境においては、早期に熊本空港へ引き返すか、又はＩＦＲに変更

する等の対応をとるべきであった。

2.15.8に記述したとおり、北九州空港へのＩＦＲ経路は、一般的にＶＦＲ経路よ

りも距離、時間ともに長くなり、管制機関との交信もより複雑になることから、機

長は、熊本空港離陸時ＩＦＲを避けた可能性が考えられる。しかしながら、2.1.2(1)

の口述によると、ＩＦＲに変更し熊本空港へ着陸していることから、機長はＶＦＲ

で熊本空港離陸後、ＩＦＲに変更することも視野に入れ飛行していた可能性が考え

られる。

3.6.4 雲中を飛行した機長の判断

３.４、3.5.2及び3.6.1～3.6.3に記述した内容を総合すると、可能性として考え

られることは概略次のとおりである。

(1) 機長は、ＶＦＲで熊本空港を離陸したが、経路上の天候によりＩＦＲに変

更することも視野に入れていた。

(2) 機長は、同機の気象レーダー及び航法装置を頼りに飛行した。

(3) 機長は、着氷状態を予期して上昇速度を得るため上昇率を抑えて飛行した。

(4) 機長は、熊本空港周辺山岳地帯の地形を十分に把握していなかったため、

上昇率を抑えても地表に衝突することなく、雲上に出られると考えた。
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ＶＦＲにもかかわらず雲中に入った機長の判断については、これらのことが関与

した可能性が考えられるが、明確な理由は明らかにすることができなかった。

3.6.5 立木との接触から土手への衝突、停止までの経過

2.9.1に記述した事故現場の状況から、同機が立木と接触後、衝突し停止するま

での経過は、以下のとおりであったものと考えられる。

(1) 同機は、約３°の上昇角で飛行中に山腹に接近し、立木Ａ及び周辺の立木

に接触したあと、直線的に経路上の斜面の立木頂部をほぼ水平に切断しなが

ら、斜面との最初の接地点まで飛行した。その間に、両主翼や尾翼等が立木

との衝撃で胴体から分離した。

(2) 同機は、斜面に接地後も倒木Ａを含む立木数本をなぎ倒しながら、約３０

ｍ前方にある林道の土手まで直進し、山側の土手に衝突して機首方向を約

４０°右に変更し、土手沿いに約２０ｍ進んだ所で停止した。

同機は、立木Ａから直線的に経路上の斜面の立木頂部をほぼ水平に切断しながら

斜面に接地していることから、同機が回避操作をした痕跡は見られず、機長は立木

Ａに接触するまで山腹に接近していることに気が付かなかった可能性が考えられる。

なお、同機が山腹に接近していることに気が付かなかったことについては、3.6.2

に記述したとおり、機長が航法装置に情報を入力していた可能性があることから、

そのことが機長の状況認識を低下させた要因の一つとなった可能性が考えられる。

４ 原 因

本事故は、同機が有視界飛行方式で熊本空港から北九州空港へ向かう際、離陸後、

山岳地帯に向かって低い上昇率のまま雲中飛行を行ったため、経路上の山腹に衝突

し機体が大破し、機長及び同乗者が死亡したものと推定される。

同機が山岳地帯に向かって低い上昇率のまま雲中飛行を行ったことについては、

機長が熊本空港周辺山岳地帯の地形を十分に把握していなかったこと等が関与した

可能性が考えられるが、明確な理由は明らかにすることはできなかった。

５ 再発防止策

機長は、経路上に雲がある場合、仮にＧＰＳ等を搭載していたとしても、有視界飛

行方式では雲に入ってはならず、有視界飛行方式が維持できない環境においては、早
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期に出発地に引き返すか、又はＩＦＲに変更する等の対応をとるべきである。

６ 勧 告

本事故は、機長が有視界飛行方式による飛行にもかかわらず山岳地帯に向かって低

い上昇率のまま雲中を上昇したため、経路上の山腹に衝突したものと推定される。出

発に際しては最新の空港周辺の気象情報は無線により入手していたものと考えられる

が、熊本空港の気象官署では気象ブリーフィングを受けず、離陸したものと推定され

る。

過去５年間に、小型機（回転翼航空機を含む）が有視界飛行方式による飛行にもか

かわらず、雲中等を飛行したため事故に遭遇した事案が４件（① 平成２２年７月

北海道松前郡福島町岩部岳東方の山中に墜落したセスナ式ＴＵ２０６ＧＵ型ＪＡ３９

０２、② 平成２１年７月 兵庫県但馬飛行場の南東約１５kmで墜落したロビンソン

式Ｒ４４Ⅱ型ＪＡ３２ＣＴ、③ 平成２０年７月 青森県下北郡大間町大間崎沖の海

面に墜落したアエロスパシアル式ＡＳ３５０Ｂ型ＪＡ９７５５、④ 平成１９年１１

月 岐阜県中津川市恵那山山頂付近に墜落したセスナ式４０４型ＪＡ５２５７）発生

している。

これらの事案においても、事前の気象情報の把握不十分、悪気象条件に遭遇しても

引き返すなどの適切な対応をとらなかったことなどが推定されている。

国土交通省航空局は、平成１４年度に有視界飛行方式で飛行する際の気象状態評価

時の留意点について、同局運航課長通達「有視界飛行方式による運航の安全確保につ

いて」（平成１４年４月３０日付け国空航第８６号）を（社）全日本航空事業連合会

及び（社）日本航空機操縦士協会に対して発行している。同通達は適切な内容である

と考えられるが、上述のとおり、通達発行後にも有視界飛行方式にもかかわらず雲中

飛行を行って事故となる事案が後を絶っていない。

これらのことから、運輸安全委員会は、本事故の調査結果を踏まえ、国土交通大臣

に対して、運輸安全委員会設置法第２６条第１項の規定に基づき、次のとおり勧告す

る。

有視界飛行方式における雲中飛行事故を防止するため、次の内容を操縦者団体に

改めて周知するとともに、新たに導入された特定操縦技能審査制度（平成２４年国

土交通省令第２２号）の機会等を利用して操縦者個人への徹底を図ること。

(1) 最新気象情報に基づき全経路で有視界気象状態維持可能と判断した場合のみ

出発



- 21 -

(2) 気象の変化が予想される場合の代替案の検討及び飛行中の継続的な気象情報

収集

(3) 予期せぬ天候悪化時の引き返し又は着陸の早期判断
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国土地理院 ２０万分の１ 地形図を使用

国土地理院 ５万分の１ 地形図を使用 
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付図１ 推定飛行経路図
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レーダー航跡記録による飛行高度変化 
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付図２ パイパー式ＰＡ－４６－３５０Ｐ型三面図 
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 平成２３年 1月３日１８時００分 平成２３年 1月３日１７時００分 

付図４ レーダーエコー強度図 

事故現場周辺にエコーは見られない 

事故現場

気象庁レーダー観測データー（１月３日）より引用 

付図３ アジア地上天気図 

平成２３年１月３日１５時００分 

事故現場周辺は 0～1mm の層状エコー 
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事故現場全景 

付図５ 事故現場見取図 

胴体停止位置 
 

同機の進入方向

頂部が水平に切

られた立木周辺 
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写真２ 事故機（事故現場） 

写真１ 事故機 


